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研究成果の概要（和文）： 異時点間や異国間で予算集合を評価するための基準を開発し、公理

的に特徴付けを行った。この成果は理論経済学の国際的学術誌 Mathematical Social Sciences

に掲載が確定している。

研究成果の概要（英文）： In this study, criteria for evaluating budget sets in terms of
freedom between different times or countries are developed and characterized. The paper
based on this result is accepted by Mathematical Social Sciences, which is an international
journal of theoretical economics.
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１．研究開始当初の背景

近年の厚生経済学では、最終的に選択

された帰結だけではなく、選択肢の集合

である機会集合それ自体が人に何らかの

自由をもたらし、人の生活水準を評価す

る際に本質的に重要なものであるという

考え方が広がりつつある。この考え方に

基づいて、機会集合の評価によって自由

の価値を計測するために、望ましい性質

を満たす評価方法を構築する試みが為さ

れてきた。

機会集合の評価に関する多くの研究は、

選択肢が特定の意味を持たない抽象的な

モデルを採用している。しかし、ある特

定の経済問題に関連して機会集合の評価

を考える際には、その問題を考えるのに

適したモデルを用いる方が適切であろう。

例えば所得税や消費税を通じた再分配政

策によって価格体系や所得が変化した時、
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予算集合から消費財や労働を選択する自

由がどのように変化するのかを分析する

ためには、上述の抽象的なモデルよりも

消費・労働選択のモデルを用いた方が、

この問題を分析するのにより相応しいと

考えられる。

このような問題意識から、機会集合の

評価を具体的な経済モデルに応用する研

究がなされている。その一つとして、消

費選択モデルにおいて予算集合を評価す

る研究がある。具体的には、任意の二つ

の(価格体系の異なる)予算集合を比較す

る方法を提示し、それが望ましい性質を

持つことを公理的特徴づけによって明ら

かするという研究がなされてきた。本研

究と関連するものとして、Kolm （2009）

は加重された価格指数によって線形予算

集合を評価する方法を提示した。また、

この評価方法の公理的特徴づけは

Miyagishima (2009)によってなされてい

る。

上記の予算集合を評価するモデルは、

入手可能な財が固定されていることが前

提となっている。しかし、ある政策の効

果は時間がある程度時間が経ってから明

らかになるかもしれず、その間に入手可

能な財は変わっているかもしれない。ま

た、異なる国では入手可能な財が異なる

であろう。

そこで本研究では、上記の既存モデルを、

異なる財空間上に定義される様々な予算

集合を比較できるように拡張し、入手可

能な財が異なる線形予算集合の比較基準

を構築したい。

また、機会の価値を尊重する考え方に

立てば、社会の人々の間で機会が公平に

なるような資源配分方法を考えることも

重要な研究テーマであると考えられる。

そこでもう一つの研究として、人々が異

なる生産スキルを持つ経済を想定し、消

費財や労働という選択された帰結だけで

なく、選択の機会としての予算集合も効

率的かつ公平に配分されるメカニズムを

構築したい。

２．研究の目的

１の「背景」における背景を基に、異

時点間、異国間における予算集合を評価

する方法を構築した。これは、ある政策

を行った際、その効果が時間を経て現れ

る可能性があり、時間が経過した後に同

じ財が必ずしも入手可能でない場合や新

しい財が入手可能になることを考えると、

このような拡張は重要である。また、異

なる国では入手可能な財が異なるため、

本研究のような拡張は重要である。

また、機会の分配の問題については、

既存研究では人々の自由に対する評価の

違いが考慮されてこなかった。この様な

違いを取り入れた場合に、どのような配

分ルールが望ましいのか、公理的に研究

を行いたい。

３．研究の方法

予算集合の比較方法を数理的に定義し、

それが満たすべき性質を公理として定式

化し、数学的に特徴付けを行った。

具体的な方法としては、予算集合のラン

キングのモデルを拡張し、異なる財で構

成される予算集合をランクづける方法に

ついて考えた。このような拡張によって、

異なる国や時間の間における、予算集合

を通じた自由の比較ができる。

また、個人の財に関する選好をある程

度考慮した形で、評価基準を構築するた

め、選好に基づいた財のウェイトを導入



し、評価基準に組み込む。

また、機会の分配の問題については、生

産経済において、各個人の機会に対する

評価方法と生産スキルが異なる状況を想

定し、機会集合である予算集合のプロフ

ァイルを社会的に評価する社会厚生関数

を特徴づけた。

４．研究成果

予算集合の評価に関する研究では、「選

好から独立なランキング」と「選好に基

づくランキング」の二つを定義し、これ

らを公理化した。選好から独立なランキ

ングは、各財の最大入手可能量を足し合

わせたものが自由の測度になっており、

これが大きいほど自由が大きいと判断さ

れる。このランキングを特徴づける公理

として重要なのは、「無限に高価格な新

しい財の独立性」という公理である。こ

の公理は、新しい価格が無限に高い価格

であれば、そのような財が入手可能にな

っても自由の大きさは変化しない、とい

うことを要求する。この公理の重要な含

意は、「新しい財は例えどんなものでも、

有限な価格であれば、選好に関わらず消

費者の自由を大きくする」ということで

ある。

選好に基づくランキングの定義は、各

財の最大入手可能量と最低限入手可能で

あってほしい量との差を加重して足し合

わせたもの測度とし、その値が大きいほ

ど自由が大きいと判断される。このラン

キング方法を特徴づける公理として重要

なのは、「基準点となる価格水準(Cut-off

Price Level)」というものである。この

公理は、各財にはある基準点となる価格

水準が存在して、その水準よりも安い価

格で新しい財が購入可能となる場合には

自由が増加する、ということを意味する。

この基準点となる価格水準は、選好によ

って決定すると仮定される。

二つの公理の違いは次の例で説明でき

る。ある難病のための薬が新たに開発さ

れたとする。この際、「無限に高価格な

新しい財の独立性」によれば、例え難病

にかからず、その薬が必要なかったとし

ても、自由が大きくなることになる。そ

れに対して、「基準点となる価格水準」

によると、その薬が必要な人ならば、あ

る程度低い価格でなければ他の財が買え

なくなり、自由が低下すると考えられる。

十分に低い価格で入手できるようになる

時のみ、他の好ましい財も十分入手でき、

自由が増加するのである。

最後に、この論文で導入されるランキ

ング方法は、前述の論文“Ranking linear

budget sets”で考察されたKolmのランキ

ング方法よりも、異なる財で構成される

予算集合をランク付けするのに適してい

ることを論じた。

この成果は、理論経済学に関する国際

的な学術誌Mathematical Social

Sciences に掲載が確定している。

また、機会の分配の問題については、生

産経済において、各個人の機会に対する

評価方法と生産スキルが異なる状況を想

定し、機会集合である予算集合のプロフ

ァイルを社会的に評価する社会厚生関数

を特徴づけた。社会評価に関する要求と

して、次のようなものを導入した。

（１）全ての個人の機会の価値が高まる

様な状況は社会的に望ましいと判断すべ

きである事を要求する「パレート原理」。



（２）同一の評価基準をもつ二人の個人

の間で、機会の不平等がある場合に、そ

の不平等を減少させる事は社会的に否定

されない事を要求する「移転原理」。

（３）全員の生産スキルが等しい状況に

おいて、全ての個人が等しい予算集合を

持つ場合には、その様な機会集合の平等

が達成された状況は社会的に望ましい事

を示す「機会の平等」公理。

これらの公理を用いて、ある社会的な

判断基準の特徴付けを行った。
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